委　託　訓　練　契　約　書（案）
令和○年○月○日

委託者　　　長野県飯田市松尾明７５０８－３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長野県飯田技術専門校

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　校長　　○○　○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受託者　　　長野県飯田市○○×××－×
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○　○○
　委託者　長野県飯田技術専門校長　○○　○○（以下「委託者」という。）と　　受託者　○○株式会社　代表取締役　○○　○○（以下「受託者」という。）とは、次の条項により、民間活用委託訓練事業○○○○科に関する委託契約を締結する。

（総則）

第１条　委託者受託者両者は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。

２　受託者は、この契約の履行に際して知り得た秘密を漏らしてはならない。

（委託業務）

第２条　委託者は、別表に定める職業訓練（以下「受託訓練」という。）の実施及びこれに伴う業務並びに就職支援の実施に関する業務（以下「委託訓練業務」という。）を受託者に委託する。
（就職支援）

第３条　受託者は、訓練期間中及び訓練終了後を通じ受講生の就職促進に努めることとする（就職支援の内容について、別表10のとおり）。

２　受託者は、委託訓練実施施設機関に就職支援責任者を設置し、受講生に対して別表10の就職支援を行うものとする。
（履行期間）

第４条　委託業務の履行期間は、令和○年○月○日から令和○年○月○日までとする。
（委託費単価）
第５条　委託費単価は別表の定めるとおりとする。
（契約保証金）
第６条　受託者は契約保証金○○○○円をこの契約締結と同時に委託者に納付するものとする。
２　委託者は、第〇条第〇項の規定により検査に合格し、実施結果報告書の引き渡しを受けた
後、速やかに契約保証金を返還するものとする。
３　契約保証金には、利子を付さないものとする。

４　第1項の規定にかかわらず、この契約に係る契約保証金は、長野県財務規則第143条第〇号の規定によりその納付は免除する。
　ただし、受託者がこの契約を履行しないときは、契約保証金に相当する金額を違約金として
　委託者に納付しなければならない。　
（再委託の禁止）

第７条　受託者は、委託者から委託を受けた委託訓練業務を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ委託者の承認を受けた場合は、この限りではない。
（事業の変更、中止等）
第８条　受託者は、この契約の締結後に訓練受講者の中退その他やむを得ない事情の変化により、受託訓練の内容を変更しようとする場合又は受託訓練を中止しようとする場合は、事前に委託者の承認を受けなければならない。

２　受託者は、受託訓練の遂行が困難となった場合は、速やかにその旨を委託者に報告し、その指示に従うものとする。
（関係書類の整備及び保存）

第９条　受託者は、委託事業の実施経過及び委託訓練に係る関係書類を整備し、委託者からの照会等に対応できるようにしなければならない。

２　受託者は、前項の書類等を委託事業の終了（中止又は廃止の承認を受けた場合を含む。）の日の属する年度の終了後５年間、又は現に監査、検査、訴訟等における対象となっている場合においては、当該監査、検査、訴訟等が終了するまでの間のいずれか遅い日までの間保存しなければならない。

（運営状況及び実績報告並びに検査）

第10条　受託者は、委託者に対して別表の８に掲げる業務に関して運営状況を報告しなければならない。
また、委託者の行う運営状況の調査を正当な理由なく拒み、妨げ若しくは忌避してはならない。

２　受託者は、毎月３日までに、前月の訓練実施状況を「委託訓練実施状況報告書」（別紙様式１）により、委託者に提出しなければならない。

３　受託者は、業務完了後５日以内に、「委託訓練完了報告書」（別紙様式２）を委託者に提出しなければならない。

４　委託者は、前項の報告書の提出があったときは、10日以内に受託者の立会の上でその検査を行い、合格したときは引渡しを受けるものとする。

５　受託者は、前項の規定による検査の結果不合格となったときは、委託者の指定する日までに補正して提出し、再度検査を受けなければならない。

６　第４項及び第５項の規定による検査に要する費用は受託者の負担とする。
（委託費の支払）

第11条　委託者は、受託者に対して委託業務に必要な経費として、支払対象月に１人当たりの月額単価を乗じた委託費を支払うものとする。
２　訓練の開始日又はそれに応当する日を起算日とし、受講生が中途退所した場合、又は委託契約を解除した場合は、委託費の額は１か月毎に算定し、当該支払対象月について、

　　①　訓練が行われた日（以下「訓練日数」という）が１６日以上又は訓練が行われた時間（以下「訓練時間」という）が９６時間以上である時は月額単価とし、
　　②　訓練日数が１６日以上又は訓練時間が９６時間以上のいずれにも該当しない場合は、訓練をすべき日数（委託先機関が休日とした日及び翌月の応当日の前日より前に訓練が終了する場合にあっては終了日以降の日を除く。）を分母とし、訓練日数を分子にして得た率に、月額単価を乗じて得た額を当該月の支払額（１円未満の端数を切り捨てる。）とし、委託費を支払うものとする。
３　受講生が、訓練の開始日又は其れに応当する日を起算日とし、翌月の応答する日の前日まで（中途退所が発生した月については退校日まで）の区切られた期間毎において、あらかじめ定められた訓練時間の８０％に相当する時間の訓練を受講した場合、当該期間を支払対象月とし、委託費を支払うものとする。

　　　ただし、訓練開始日から訓練終了日までの全訓練期間（受講生が中途退所した場合は退校までの期間）における訓練時間の８０％に相当する時間の訓練を受講した者に対しては、全訓練期間について支払対象月とし、委託費を支払うものとする。
４　第１項から第３項の委託費は、第10条に規定する検査の合格後、受託者の請求により支払うものとする。
５　委託者は、受託者から適法な請求書を受領したときは、その日から３０日以内に委託費を支払うものとする。

６　委託者が、その責に帰すべき事由により、第10条第４項に規定する期間内に検査をしないときは、その遅延日数は、前項に規定する日数から差し引くものとする。この場合においてその遅延日数が３０日を超えるときは、前項に規定する期間は、遅延日数が３０日を超えた日に満了したものとみなす。

（権利業務の譲渡、承継）

第12条　受託者は、この契約により生じる権利又は義務を第三者に譲渡又は承継させてはならない。

ただし、委託者が特別の理由があると認め、あらかじめこれを承諾した場合は、この限りでないものとする。
（契約内容の変更）

第13条　委託者は、必要があると認めるときは、委託訓練業務内容を変更することができる。

２　前項の場合、必要があると認められるときは、委託者受託者協議の上、委託料、履行期間その他の契約内容を変更するものとする。

３　委託者は、第１項の変更により受託者に損害を与えたときは、必要な費用を負担しなければならない。
（契約解除等）

第14条　委託者は、受託者が次の各号のいずれかに該当するときは、受託者に対し、委託費の支払いを停止し、支払った委託費の全額若しくは一部を返還させ、又はこの契約を解除することができるものとする。

（１）この契約に違反したとき。
（２）その責に帰すべき事由により、別表の３に規定する期間内に委託業務を完了しないとき
又は完了することができないことが明らかと認められるとき。

（３）著作権法違反等、この受託訓練の実施に係る基本的な部分において関係法令に違反し、

　　処罰の対象又は損害賠償の対象となったとき。
（４）税法違反等、公序良俗に違反し、社会通念上、この受託訓練を実施することがふさわし

くないと委託者が判断したとき。
(５) 第３条第１項の規定による訓練受講修了生の就職状況報告に関して虚偽の報告をしたとき。
（６）この受託訓練を遂行することが困難であると委託者が認めたとき。
（７）受託者が暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する事業者又はこれに準ずる者（以下「暴力団等」という。）に該当する旨の通報を警察当局から委託者が受けた場合。

２　　委託者は、前項の規定により契約を解除しようとするときは、契約解除通知を受託者に送付するものとする。

３　　第１項の規定により、この契約が解除された場合において、受託者は受託訓練の残務の処理が完了するまで、委託者受託者間の協議に基づき、責任を持って処理するものとする。

（談合その他の不正行為による解除）

第14条の２　委託者は、受託者がこの契約に関して、次の各号のいずれかに該当したときは、契約を解除することができる。
（1） 公正取引委員会が、受託者に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公正取引の確保
　　に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という）第7条第1項の規定により処置を命じ、当該命令が確定したとき、又は第7条の2第1項の規定による課徴金の納付を命じ、当該命令が確定したとき。　

（2） 受託者（受託者が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）が刑法（明治40年
　　法律第45号）第96条の6又は第198条の規定に該当し、刑が確定したとき。

（債務不履行の損害賠償）

第15条　受託者は、その責に帰すべき事由により、別表の３に規定する期間内に委託業務を完了しないとき又は第10条第３項に規定する期限までに委託訓練完了報告書を提出しないときは、当該期限の翌日から委託業務を完了した日又は委託訓練完了報告書を提出した日までの日数に応じ、委託料に対し年2.5パーセントの割合で計算した額の遅延損害金を委託者に支払わなければならない。

２　委託者は、その責に帰すべき事由により、第11条第５項に規定する期限までに委託料を支払わないときは、当該期限の翌日から支払った日までの日数に応じ、委託料に対し年2.5パーセントの割合で計算した額の遅延利息を受託者に支払わなければならない。

３　受託者は、この契約に違反し、又は故意若しくは重大な過失によって委託者に損害を与えたときは、その損害に相当する金額を損害賠償として委託者に支払わなければならない。

４　受託者は、第14条及び前条の規定により契約が解除されたときは、第6条第１項に規定する契約保証金の額に相当する額を違約金として委託者に支払わなければならない。

５　委託者は、前項の場合において、第6条第１項の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、当該契約保証金又は担保をもって違約金に充当することができるものとする。

６　受託者は、第１項又は第４項の場合において、委託者の受けた損害が同項に規定する遅延損害金又は違約金の額を超えるときは、その超える額についても委託者に支払わなければならない。
（賠償の予約）

第16条　受託者は、第14条の２の各号のいずれかに該当するときは、委託者が契約を解除するか否かを問わず、契約保証金の２倍に相当する額を賠償金として委託者の指定する期間内に支払わなければならない。契約を履行した後も同様とする。ただし、第14条の2第1項の場合において命令の対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項に基づく不公正な取引方法（昭和57年６月18日公正取引委員会告示第15号）第６項で規定する不当廉売であるときその他委託者が特に認めるときは、この限りでない。

２　前項の規定は、委託者に生じた実際の損害額が前項に規定する賠償金の額を超える場合においては、超過分につき賠償を請求することを妨げるものではない。
（個人情報の保護）

第17条　受託者は、受託訓練の実施に関して知り得た訓練受講者の個人情報を、みだりに他人に知らせてはならない。

２　受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、個人情報を取り扱う際には、別紙「個　人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。
（暴力団等からの不当介入に対する報告及び届出の義務）
第18条　受託者は、当該契約に係る業務の遂行に当たり暴力団等から不当な要求を受けたときは、遅滞なく委託者に報告するとともに、所轄の警察署に届け出なければならない。
（事故等の報告）

第19条　受託者は、訓練受講者が受託訓練中に災害・事故等を受けたときは、速やかにその旨を委託者に報告するものとする。

（疑義の解決）

第20条　この契約に定めのない事項及びこの契約に関して疑義が生じたときは、委託者受託者が協議して定めるものとする。

　この契約の締結を証するため、契約書２通を作成し、委託者受託者記名押印の上、各自１通を保有するものとする。

委託訓練契約書別表
１　訓練科　　　　○○○○科
２　訓練内容　　　別添　令和○年度　○○○○科　カリキュラムの科目名による。

３　訓練期間　　　令和○年○月○日から令和○年○月○日まで

４　訓練人員　　　○名　（別紙名簿のとおり）

５　委託費単価　　訓練受講生1人当たり　　〇〇〇〇円（〇〇〇〇×1.10（消費税））
　　　　　　　　　　（うち取引に係る消費税及び地方消費税額　〇〇〇円）
６　契約保証金　　○○○○円
７　訓練実施場所　　○○株式会社　　
８　受託訓練の実施に伴う業務

　（１）訓練受講者の出欠席の管理及び指導

　（２）訓練の指導記録の作成

　（３）受講証明書等及び訓練生活支援給付金等に係る事務処理

　（４）訓練受講者の欠席届等に係る各種証明書等の添付の確認及び提出指導

　（５）訓練受講者の住所、氏名、金融機関等の変更に係る事務処理

　（６）訓練受講者の中途退校に係る事務処理

　（７）受講証明書、欠席・遅刻・早退届、添付証明書等の提出

　（８）災害発生時の連絡

　（９）訓練実施状況の把握及び報告

　（１０）訓練受講者の能力習得状況の把握及び報告

　（１１）訓練終了時における訓練受講者の就職決定・見込み状況の把握及び報告

　（１２）その他委託者が必要と認める事項
９　証拠書類の提出及び保存

本委託契約に関する証拠書保存年限は業務終了年度から5年間とし、提出書類及び保存書類

は次のとおりとする。
（１）　受託訓練終了時に提出すべき実績報告書類

ア　入校生名簿

イ　訓練生資格取得状況

ウ　修了生名簿

エ　終了時就職状況調査

オ　訓練生指導要録

　　　カ　ジョブ・カード相談実施結果報告書

　　　キ　キャリア･コンサルティング実施状況個別票
（２）　本委託契約による委託先保管証拠帳票類

　　　ア　建物借上費（教室使用料等）

イ　機械設備借上費（パソコン、関連機材使用料）

ウ　講師手当（時間単価、時間数、助手賃金含む。）

エ　実習費

オ　事務費（消耗品、通信費、看板制作費、光熱水費等）

１０　就職支援の実施に関する業務
　　（１）委託訓練業務のうち就職支援の業務内容は、次のとおりとする。

キャリア・コンサルティング、就職相談室の設置、就職支援担当者の配置、職業相談、
求人開拓、求人情報の提供、職業紹介の実施等の訓練受講者を就職させるための支援

　（２）訓練修了者の就職状況の把握は訓練終了後３ヶ月以内とする。
（別紙様式　１）
　　　　　　　　
　　委託訓練実施状況報告書
　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　長野県飯田技術専門校長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受託者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　印
　
　　　　令和○年○月○日付けで締結した委託訓練契約書第10条第２項の規定に基づき、○○○○科　令和　　年　　月分の実施状況を下記のとおり報告します。
記
　１　訓練生の受講状況
	氏　　名
	訓　練
日　数
	出　席
日　数
	　　 　欠　席　状　況
	特記事項

	
	
	
	日数
	欠　席　理　由
	

	
	　　日
	　　日
	　日
	
	


　　（注）・特記事項欄には、訓練生の受講態度その他訓練実施上問題がある場合に記入してください。

　　
　２　実施した訓練科目及び訓練時間数
	訓　練　科　目
	計　画
時間数
	実施した時間数
	備　　　考

	
	
	　　　月
	　　　月
	　　　月
	

	
	　　　ｈ
	　　　ｈ
	　　　ｈ
	　　　ｈ
	

	計
	　　　h
	　　　ｈ
	　　　ｈ
	　　　ｈ
	


（注）・訓練の実施経過が分かるよう、前月等の実績も記入してください。
　３　資格取得試験の実施状況
	試　　験　　科　　目
	受験者数
	合格者数
	備　　　　　考

	
	　　　人
	　　　人
	


　
（別紙様式　２）
委託訓練業務完了報告書
令和　　年　　月　　日

長野県飯田技術専門校長　様
受託者　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　印

　　

令和○年○月○日付けで契約を締結した委託訓練業務（○○○○科）を完了しましたので、同契約書第10条の規定により下記のとおり報告します。

記

１　訓練期間　　　令和　　年　　月　　日　から　令和　　年　　月　　　日まで

２　訓練総時間　　　　　時間

３　当初委託人員　　　名

４　退校者　　　　　　名

５　修了者　　　　　　名　　
修了者氏名　　　　　　　　
６　資格取得者（資格別）　　　　　　名

７　添付書類

　

